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従来の常識を覆す政策を実現するには、ショック療法が有効だ。トランプ政権の過激な政策は、この文脈で理解す

べきだろう。背景には政治に対する国民の強くて深い不信感があると考えられる。政治が水面下や密室で政治的妥

協に決めた結果だけを、如何にもプロ然とした政治家が国民に能面のような表情で伝えても、国民はまた騙されたと

いう感覚を持つだけではないか。むしろ素人のような政治家が、交渉を水面下ではなく表沙汰にして、ドタバタをす

べて見せる方が、国民の支持は得られる時代になった感覚がある。この傾向は程度の差はあっても世界共通だ。 

トランプ政権がカナダやメキシコに対し関税を上げる意思を示したことで、金融市場では悲観色が高まっている。し

かし、関税はトランプ政権が進める経済政策のほんの一部だ。政策は部分ではなく全体像を見る必要がある。例えば、

関税は最終的には米国民に対する増税となる。しかし、関税収入の大部分は減税に充てられる見込みだ。今年は５月

頃に債務上限法案と合わせて、減税が決められる見込みだ。この両方を見れば総じてマクロ経済への影響は中立な

のだ。こういう目でトランプ政権の経済政策の全体像を見ると、図式的には以下のようになると考えられる。 

（１）ドルは常に準備通貨である宿命から通貨価値が高く（ドル高）、貿易面でハンデを負わされている。このハンデを

克服する手段が関税だ。 

（２）米国が関税を上げると、市場メカニズムで相手国の通貨は下がりドル高になる。関税収入は減税の原資となるの

で、マクロ的には中立だ。逆にドル高による交易条件の改善により、関税を上げることによるマイナスは相当程度相殺

される。IT など米国のサービス業の輸出は、ドル高でも悪影響を受けない。 

（３）関税を上げる効果によって米国で製造業が将来的に復活する。そのためには人材投資、インフラ整備、などの条

件整備が必要になる。無駄な政府機関を閉鎖すると、財政赤字の削減と規制緩和が同時に実現でき、経済のサプラ

イサイド強化になる。 

（４）米国は究極のデュアルユースであるAI 分野で先行して、強大な軍事力を維持する。しかも、米国の軍事費は毎

年８％減少させる。 

（５）米国の核の傘を同盟国に提供するが、程度は関税、通貨価値、産業協力などの個別交渉次第。 

非常に過激な経済政策に見えるが、過去との連続性はある。サプライサイドの強化は、バイデン前大統領時代の安

全保障担当大統領補佐官だったサリバン・ドクトリンで打ち出されたものだ。関税についても、かつて共和党が打ち出

したものの断念せざるを得なかった国境調整税が形を変えて蘇ったものと理解できる。 

トランプ政権は４月１日に「米国第一貿易政策」に基づいて、貿易相手各国が公正な取引をしているかどうかの調

査報告書を出す予定だ。そして、翌日４月２日に相互関税を発動する。公正な取引は、関税率、非関税障壁、通貨価

値の水準、国防費の負担、などが含められる総合評価になる見込みだ。この同盟国への適用が上記の（５）だ。同盟国

以外について、トランプ政権のウクライナへの厳しい姿勢を見て、同様に米国は台湾を見捨てるのではないかという

懸念まで高まっている。現実は逆ではないか。中国への対抗の必要上から、中東と東欧は妥協したと見るべきだろう。 

関税、通貨、減税、国防が混然一体となる政策には人口に膾炙する名前がない。あえて言えば、トランプ大統領は

「Economic Statecraft」という言葉を使う。大事なので繰り返すが、政策の部分ではなく全体像を見るべきだろう。 
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